
議案第 111号 

      令和７年度朝来市下水道事業会計補正予算（第２号）について 

  令和７年度朝来市下水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり定めるものと

する。 

    令和７年 12月 19日提出 

                                               朝来市長  藤 岡  勇  

提案理由要旨 

 令和７年度朝来市下水道事業会計の収益的収入の現計予算額は 

１,２５８,００３千円ですが、営業外収益を２７３千円追加し、総額を 

１,２５８,２７６千円とするものです。また、収益的支出の現計予算額は、 

１,１２５,４６１千円ですが、営業費用を１,１０１千円追加し、総額を 

１,１２６,５６２千円とするものです。 

 補正の内容は、人事院勧告に伴う職員人件費の追加をしようとするものです。 

 



令　和　７　年　度

下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 書

（　第　２　号　）

兵　　庫　　県    朝    来    市



　　（総　則）

第１条

　　（収益的収入及び支出の補正）

第２条

　収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

　　　収　　　入

　　第１款　下水道事業収益 1,258,003 千円 273 千円 1,258,276 千円

 第２項　営業外収益　 878,483 千円 273 千円 878,756 千円

　　　支　　　出

  　第１款　下水道事業費用 1,125,461 千円 1,101 千円 1,126,562 千円

 第１項　営業費用 1,054,711 千円 1,101 千円 1,055,812 千円

　　（資本的収入及び支出の補正）

第３条

　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）
第４条

　　（利益剰余金の処分の補正）
第５条

　予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額324,305千円は、

  過年度損益勘定留保資金27,298千円、当年度損益勘定留保資金138,071千円及び当年

令和７年度朝来市下水道事業会計補正予算書（第２号）

　令和７年度朝来市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　令和７年度朝来市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的

（科　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　度分利益剰余金処分額158,936千円で補填する」を「資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額324,305千円は、過年度損益勘定留保資金30,435千円、当年度損益勘定留保

　資金135,762千円及び当年度分利益剰余金処分額158,108千円で補填する」に改める。

　予算第８条中「35,981千円」を「37,081千円」に改める。

　予算第10条中「158,936千円」を「158,108千円」に改める。

令和７年12月19日提出

兵庫県朝来市長    藤　岡　　勇

- 1 -



収　　入

既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1

支　　出
既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

1

令和７年度 朝来市下水道事業会計 補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

273 395,532

 款 項 目 備　　　考

下 水 道
事 業 収 益 1,258,003 273 1,258,276

273 1,258,276

2 営業外収益 878,483 273 878,756

2
他 会 計
負 担 金

395,259

合計

 款 項 目 備　　　考

1,258,003

1,126,562

1 営 業 費 用 1,054,711 1,101 1,055,812

合計 1,125,461 1,101

下 水 道
事 業 費 用 1,125,461 1,101

1,126,562

4 総 係 費 68,727 1,101 69,828
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（単位：千円）

１

（１） 331,746

（２） 14,570

（３） 27 346,343

２

（１） 60,206

（２） 13,246

（３） 252,422

（４） 66,967

（５） 608,698

（６） 18,800

（7） 25 1,020,364

674,021

３

（１） 845

（２） 395,532

（３） 482,376

（４） 282 879,035

４

（１） 38,288

（２） 1,346 39,634 839,401

165,380

５

（１） 4,545 4,545 4,545

６

（１） 2,727 2,727 2,727

158,108

0

158,108

処 理 場 費

そ の 他 営 業 収 益

そ の 他 営 業 費 用

雑 収 益

ポ ン プ 場 費

営 業 損 失

管 渠 費

資 産 減 耗 費

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

営 業 費 用

令和７年度 下水道事業会計 補正予算予定損益計算書

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

総 係 費

長 期 前 受 金 戻 入 益

減 価 償 却 費

営 業 外 収 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

予 備 費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息
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１

（１）

イ 902,034

ロ 1,302,765

△ 274,338 1,028,427

ハ 15,685,241

△ 3,302,173 12,383,068

ニ 2,106,325

△ 755,808 1,350,517

ホ 1,184

△ 880 304

ヘ 211

0 211

ト 187,854

△ 45,009 142,845

チ 166,063

15,973,469

（２）

イ 5,975

5,975

15,979,444

２

（１） 1,407,057

（２） 49,269

△ 3,546 45,723

1,452,780

17,432,224

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

ソ フ ト ウ エ ア

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

令和７年度 朝来市下水道事業会計 補正予算予定貸借対照表
（　令　和　８　年　３　月　31　日）

資　　　　  産 　　　　 の　　　　  部
（単位：千円）

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

その他有形固定資産

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産
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３

（１） 1,511,555
1,511,555

４

（１） 167,039

（２） 190

（３）

イ 354,638
354,638

（４）

イ 2,515

ロ 486

3,001

524,868

５

（１） 14,431,466

△ 3,164,584

11,266,882

13,303,305

６

（１） 2,454,584

2,454,584

７

（１）

イ 448,501

448,501

（２）

イ 204,809

ロ 862,917

ハ 158,108

1,225,834

1,674,335

4,128,919

17,432,224

未 払 金

負  　　　　債　　　　  の　　　　  部

国 庫 補 助 金

企 業 債

固 定 負 債

建 設 改 良 企 業 債

建 設 改 良 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  　　　　本　　　　  の　　　　  部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

当年度純利益 158,108

減価償却費 608,698

固定資産除却費 18,800

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 50

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,383

長期前受金戻入益 △ 482,376

受取利息及び配当金 △ 845

支払利息 38,288

未収金の増減額（△は増加） △ 8,862

未払金の増減額（△は減少） △ 450

小計 329,928

利息及び配当金の受取額 845

利息の支払額 △ 38,288

業務活動によるキャッシュ・フロー 292,485

固定資産の取得による支出 △ 263,273

国庫補助金による収入 130,160

受益者負担金による収入 27,902

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 105,211

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 138,500

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 444,715

他会計補助金による収入 89,342

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 216,873

△ 29,599

1,436,656

1,407,057

５　現金預金の期首残額

６　現金預金の期末残高

令和７年度 朝来市下水道事業会計 補正予算予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

４　現金預金の増加額
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補 正 予 算 説 明 書



収　　入

区　　分 金　　　額

下水道事業
収 益

1,258,003 273 1,258,276

営業外収益 878,483 273 878,756

他 会 計
負 担 金

395,259 273 395,532 他 会 計 負 担 金 273 職員給料

合 計 1,258,003 273 1,258,276

支　　出

区　　分 金　　　額

下水道事業
費 用

1,125,461 1,101 1,126,562

営 業 費 用 1,054,711 1,101 1,055,812

総 係 費 68,727 1,101 69,828 給 料 529 職員給料

手 当 316 地域手当 10

通勤手当 5

期末手当 161

勤勉手当 140

計 316

法 定 福 利 費 60 共済組合負担金

退 職 手 当 組 合
負 担 金

74 退職手当組合負担金

厚 生 費 1 職員互助会負担金

賞 与 引 当 金
繰 入 額

100 賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

21

合 計 1,125,461 1,101 1,126,562

 款 項 目 既決予定額補正予定額 計 説　　　　　　　　　　　明

法定福利費引当金繰入額

収益的収入及び支出明細書

（単位：千円）
節

節
説　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

 款 項 目 既決予定額補正予定額 計
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74 1,019 81 1,100

資本勘定支弁職員
比　較

損益勘定支弁職員 0 529 416

資本勘定支弁職員

10,656 2,394 30,140 5,841 35,981
補正前

損益勘定支弁職員 4 17,090

2,468 31,159 5,922 37,081

資本勘定支弁職員
補正後

損益勘定支弁職員 4 17,619 11,072

区　分
一般職

給　　　　　与　　　　　費
法　定
福利費

合　計 備　考
報　酬 給　料 計

(人)

7,071

401

ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円)

補正前 840

補正後

1,350

比　較 0 10 0 5

補正前

0

534 370 324

職員手当
その他
の手当

比　較 0

840 7,472

区　分 扶養手当

区　分
夜間勤務
手　　　当

宿日直手当 管理職手当

補正後 534 380 324 172

地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

1,350

74 1,019

167

時間外勤
務手

休日勤務
手　　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　　当

81 1,100

31,159 5,922 37,081

4 17,090 10,656 2,394

(人)

4 17,619 11,072 2,468

（１）　総括 (単位　千円)

区　分
給　　　　　与　　　　　費

法　定
福利費

合　計 備　考
報　酬 給　料

一般職
その他
の手当

計

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

損益勘定支弁職員
補正後

資本勘定支弁職員

職員手当

補正前
資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 30,140 5,841 35,981

0 529 416
比　較

損益勘定支弁職員

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳

資本勘定支弁職員
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高校卒 200,300 217,300 200,300 　―

大学卒 225,600 　　　― 232,000 　―

イ　初任給

区　　分 一般行政職 技能労務職
国の制度

一般行政職 技能労務職

補正前

平均給料月額（円） 353,467 358,900

平均給与月額（円） 398,546 409,738

平均年齢（歳） 44.5 52.5

補正後

平均給料月額（円） 364,767 369,000

平均給与月額（円） 410,072 420,440

平均年齢（歳） 44.5 52.5

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

時間外
勤務手当

休日勤務
手　　　当

補正後 534 380 324 172 1,350

補正前 534 370 324 167 1,350

比　較 0 10 0 5 0

職員手当
の内訳

区　分
夜間勤務
手　　　当

宿日直
手　　当

管理職
手　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

補正後 840 7,472

補正前 840 7,071

比　較 0 401

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位　千円)

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備考

給　料 529

給与改定に伴う増減分 529
初任給及び給料月額引き上げ(平均改定率
3.3％)

昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 0

職員手当 416
制度改正に伴う増減分 416

期末勤勉手当支給率の改定(0.05月増)と給
与改定によるはね返り分 411
交通用具使用者に係る通勤手当の引き上
げ　5

その他の増減分 0
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備考

本年度

オ　期末手当・勤勉手当

区分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級

等による加算措置６月(月分) １２月(月分) (月分)

2.325 2.325 4.65 有

前年度 有4.60

国の制度 2.325 2.325 4.65 有

2.30 2.30

差　異　の　内　容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

ク　その他の手当

区　　分 一般会計との異同
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